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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信のための方法であって、
　サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別することと、
　前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうち
の少なくとも１つを送信するために利用することとを備え、
　ここで、前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤ
ＣＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャ
リア間シグナリングを備える、
方法。
【請求項２】
　干渉のインパクトを緩和するために、物理ダウンリンク制御チャネルのアグリゲーショ
ンのサイズを増加させるために、前記使用されていないリソース要素を利用すること、を
さらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　別のキャリアのための情報を送信するために、前記使用されていないリソース要素を利
用すること、をさらに備える請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　別のサブフレームのための情報を送信するために、前記使用されていないリソース要素
を利用すること、をさらに備える請求項１に記載の方法。
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【請求項５】
　前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレックス・システムにおけるハイ
ブリッド自動反復要求タイムラインによって存在する、請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレクス・システムにおけるダウン
リンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）にある、請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記使用されていないリソース要素は、受信機処理における雑音推定のために利用され
る、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記使用されていないリソース要素は、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネ
ル、物理ハイブリッド自動反復要求インジケータ・チャネル、および物理ダウンリンク制
御チャネルのうちの少なくとも１つにおけるさらなる送信のために、１または複数の弱い
セルによって利用される、請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　ダウンリンク・パイロット時間スロットにおいて物理ダウンリンク共有チャネル送信を
スケジュールしないことによって、少なくとも１つの使用されていないリソース要素を生
成すること、をさらに備える請求項６に記載の方法。
【請求項１０】
　前記ダウンリンク・パイロット時間スロットにおいて、より少ないシンボルを通知する
ことによって、少なくとも１つの使用されていないリソース要素を生成すること、をさら
に備える請求項６に記載の方法。
【請求項１１】
　前記通知することは、システム情報ブロック（ＳＩＢ）において準静的に引き起こる、
請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記通知することは、システム・フレーム番号（ＳＦＮ）およびセル識別番号のうちの
少なくとも１つの決定論的関数に基づく、請求項１０に記載の方法。
【請求項１３】
　無線通信のための装置であって、
　サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別する手段と、
　前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうち
の少なくとも１つを送信するために利用する手段とを備え、
　ここで、前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤ
ＣＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャ
リア間シグナリングを備える、
装置。
【請求項１４】
　無線ネットワークにおける無線通信のためのプログラム・コードを記録したコンピュー
タ読取可能な記録媒体であって、
　前記プログラム・コードは、
　　サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別するためのプログラム・
コードと、
　　前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のう
ちの少なくとも１つを送信するために利用するためのプログラム・コードと
を備え、
　　ここで、前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（Ｐ
ＤＣＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキ
ャリア間シグナリングを備える、
コンピュータ読取可能な記録媒体。
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【請求項１５】
　無線通信のために構成された装置であって、
　メモリと、
　前記メモリに接続され、
　　サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別し、
　　前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のう
ちの少なくとも１つを送信するために利用する、
ように構成された少なくとも１つのプロセッサとを備え、
　ここで、前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤ
ＣＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャ
リア間シグナリングを備える、
装置。
【請求項１６】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、干渉のインパクトを緩和するために、物理
ダウンリンク制御チャネルのアグリゲーションのサイズを増加させるために、前記使用さ
れていないリソース要素を利用するように構成された、請求項１５に記載の装置。
【請求項１７】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、別のキャリアのための情報を送信するため
に、前記使用されていないリソース要素を利用するように構成された、請求項１５に記載
の装置。
【請求項１８】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、別のサブフレームのための情報を送信する
ために、前記使用されていないリソース要素を利用するように構成された、請求項１５に
記載の装置。
【請求項１９】
　前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレックス・システムにおけるハイ
ブリッド自動反復要求タイムラインによって存在する、請求項１５に記載の装置。
【請求項２０】
　前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレクス・システムにおけるダウン
リンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）にある、請求項１５に記載の装置。
【請求項２１】
　前記使用されていないリソース要素は、受信機処理における雑音推定のために利用され
る、請求項２０に記載の装置。
【請求項２２】
　前記使用されていないリソース要素は、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネ
ル、物理ハイブリッド自動反復要求インジケータ・チャネル、および物理ダウンリンク制
御チャネルのうちの少なくとも１つにおけるさらなる送信のために、１または複数の弱い
セルによって利用される、請求項２０に記載の装置。
【請求項２３】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、ダウンリンク・パイロット時間スロットに
おいて物理ダウンリンク共有チャネル送信をスケジュールしないことによって、少なくと
も１つの使用されていないリソース要素を生成するように構成された、請求項２０に記載
の装置。
【請求項２４】
　前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、前記ダウンリンク・パイロット時間スロッ
トにおいて、より少ないシンボルを通知することによって、少なくとも１つの使用されて
いないリソース要素を生成するように構成された、請求項２０に記載の装置。
【請求項２５】
　前記通知することは、システム情報ブロック（ＳＩＢ）において準静的に引き起こる、
請求項２４に記載の装置。
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【請求項２６】
　前記通知することは、システム・フレーム番号（ＳＦＮ）およびセル識別番号のうちの
少なくとも１つの決定論的関数に基づく、請求項２４に記載の装置。
【請求項２７】
　無線通信のための方法であって、
　さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを、サブフレームにお
いて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素
で受信することを備え、
　ここで、前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣ
ＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャリ
ア間シグナリングを備える、
方法。
【請求項２８】
　無線通信のために構成された装置であって、
　メモリと、
　前記メモリに接続され、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１
つを、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウ
ンリンク・リソース要素で受信するように構成された少なくとも１つのプロセッサとを備
え、
　ここで、前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣ
ＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャリ
ア間シグナリングを備える、
装置。
【請求項２９】
　無線ネットワークにおける無線通信のためのプログラム・コードを記録したコンピュー
タ読取可能な記録媒体であって、
　前記プログラム・コードは、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくと
も１つを、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別された
ダウンリンク・リソース要素で受信するためのプログラム・コードを備え、
　ここで、前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣ
ＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャリ
ア間シグナリングを備える、
コンピュータ読取可能な記録媒体。
【請求項３０】
　無線通信のための装置であって、
　さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを、サブフレームにお
いて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素
で受信する手段と、
　前記さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを復号する手段と
を備え、
　ここで、前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣ
ＣＨ）シンボルにあり、前記制御信号は、ヘテロジニアスなネットワークにおけるキャリ
ア間シグナリングを備える、
装置。
【発明の詳細な説明】
【関連出願に対する相互参照】
【０００１】
　本願は、２０１０年３月２３日にＺＨＡＮＧらの名前で出願された米国仮特許出願６１
／３１６，６８９号の利益を主張する。この開示は、全体が参照によって本明細書に明確
に組み込まれている。
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【技術分野】
【０００２】
　本開示のある態様は、一般に、無線通信に関し、さらに詳しくは、時分割デュプレクス
における効率的なリソース利用のためのシステムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信ネットワークは、例えば音声、ビデオ、パケット・データ、メッセージング、
ブロードキャスト等のようなさまざまな通信サービスを提供するために広く配置されてい
る。これら無線ネットワークは、利用可能なネットワーク・リソースを共有することによ
り、複数のユーザをサポートすることができる多元接続ネットワークでありうる。通常は
多元接続ネットワークであるこのようなネットワークは、利用可能なネットワーク・リソ
ースを共有することによって、複数のユーザのための通信をサポートする。このようなネ
ットワークの１つの例は、ユニバーサル地上ラジオ・アクセス・ネットワーク（ＵＴＲＡ
Ｎ）である。ＵＴＲＡＮは、第３世代パートナシップ計画（３ＧＰＰ）によってサポート
されている第３世代（３Ｇ）モバイル電話技術である、ユニバーサル・モバイル・テレコ
ミュニケーション・システム（ＵＭＴＳ）の一部として定義されているラジオ・アクセス
・ネットワーク（ＲＡＮ）である。このような多元接続ネットワーク・フォーマットの例
は、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワ
ーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワーク、直交ＦＤＭＡ（ＯＦＤＭＡ）ネッ
トワーク、およびシングル・キャリアＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ）ネットワークを含む。
【０００４】
　無線通信ネットワークは、多くのユーザ機器（ＵＥ）のための通信をサポートしうる多
くの基地局またはノードＢを含みうる。ＵＥは、ダウンリンクおよびアップリンクによっ
て基地局と通信しうる。ダウンリンク（すなわち順方向リンク）は、基地局からＵＥへの
通信リンクを称し、アップリンク（すなわち逆方向リンク）は、ＵＥから基地局への通信
リンクを称する。
【０００５】
　基地局は、ダウンリンクでＵＥへデータおよび制御情報を送信し、および／または、ア
ップリンクでＵＥからデータおよび制御情報を受信しうる。ダウンリンクでは、基地局か
らの送信が、近隣の基地局からの、または、その他の無線ラジオ周波数（ＲＦ）送信機か
らの送信による干渉に遭遇しうる。アップリンクでは、ＵＥからの送信が、近隣の基地局
と通信する別のＵＥのアップリンク送信からの、または、別の無線ＲＦ送信機からの干渉
に遭遇しうる。この干渉は、ダウンリンクとアップリンクとの両方のパフォーマンスを低
下させうる。
【０００６】
　モバイル・ブロードバンド・アクセスに対する需要が増加し続けると、ＵＥが長距離無
線通信ネットワークにアクセスすることや、短距離無線システムがコミュニティにおいて
展開されることとともに、干渉および混雑したネットワークの可能性が高まる。研究開発
は、モバイル・ブロードバンド・アクセスのための増加する需要を満たすためのみならず
、モバイル通信とのユーザ経験を進化および向上させるために、ＵＭＴＳ技術を進化させ
続けている。
【発明の概要】
【０００７】
　無線通信のための方法が提案される。この方法は、サブフレームにおいて使用されてい
ないリソース要素を識別することを含む。この方法はさらに、さらなるパイロット信号お
よび制御信号のうちの少なくとも１つを送信するために、この使用されていないリソース
要素を利用することを含む。
【０００８】
　無線通信のための装置が提案される。この装置は、サブフレームにおいて使用されてい
ないリソース要素を識別する手段を含む。この装置はさらに、さらなるパイロット信号お
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よび制御信号のうちの少なくとも１つを送信するために、この使用されていないリソース
要素を利用する手段を含む。
【０００９】
　無線ネットワークにおける無線通信のために構成されたコンピュータ・プログラム製品
が提案される。このコンピュータ・プログラム製品は、記録されたプログラム・コードを
有するコンピュータ読取可能な媒体を含む。このプログラム・コードは、サブフレームに
おいて使用されていないリソース要素を識別するためのプログラム・コードを含む。この
プログラム・コードはさらに、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくと
も１つを送信するために、この使用されていないリソース要素を利用するためのプログラ
ム・コードを含む。
【００１０】
　無線通信のための装置が提案される。この装置は、メモリと、このメモリに接続された
少なくとも１つのプロセッサとを含む。プロセッサ（単数または複数）は、サブフレーム
において使用されていないリソース要素を識別するように構成される。プロセッサ（単数
または複数）はさらに、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つ
を送信するために、この使用されていないリソース要素を利用するように構成されている
。
【００１１】
　無線通信のための方法が提案される。この方法は、さらなるパイロット信号および／ま
たは制御信号を、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別
されたダウンリンク・リソース要素で受信することを含む。
【００１２】
　無線通信のために構成された装置が提案される。この装置は、メモリと、このメモリに
接続された少なくとも１つのプロセッサとを含む。プロセッサ（単数または複数）は、さ
らなるパイロット信号および／または制御信号を、サブフレームにおいて利用可能である
とｅノードＢによって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素で受信するように構
成されている。
【００１３】
　無線ネットワークにおける無線通信のために構成されたコンピュータ・プログラム製品
が提案される。このコンピュータ・プログラム製品は、記録されたプログラム・コードを
有するコンピュータ読取可能な媒体を含む。このプログラム・コードは、さらなるパイロ
ット信号および／または制御信号を、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢ
によって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素で受信するためのプログラム・コ
ードを含む。
【００１４】
　無線通信のための装置が提案される。この装置は、さらなるパイロット信号および／ま
たは制御信号を、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別
されたダウンリンク・リソース要素で受信する手段を有する。この装置はまた、さらなる
パイロット信号および／または制御信号を復号する手段を有する。
【００１５】
　以下に続く詳細記載が良好に理解されるために、本開示の特徴および技術的利点が、広
く概説された。本開示のさらなる特徴および利点が以下に記載されるだろう。本開示は、
本開示のものと同じ目的を実行するために、修正したり、その他の構成を設計するための
基礎として容易に利用されうることが当業者によって理解されるべきである。
【００１６】
このような等価な構成は、特許請求の範囲に記載された開示の教示から逸脱しないことも
また当業者によって理解されるべきである。さらなる目的および利点とともに、動作の方
法と構成との両方に関し、本開示の特徴であると信じられている新規の特徴が、添付図面
と関連して考慮された場合に、以下の記載から良好に理解されるであろう。しかしながら
、図面のおのおのは、例示および説明のみの目的のために提供されており、本開示の限界
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の定義として意図されていないことが明確に理解されるべきである。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
　本開示の特徴、特性、および利点は、同一の参照符号が全体を通じて同一物を特定して
いる図面とともに考慮された場合、以下に記載する詳細な記載からより明らかになるだろ
う。
【図１】図１は、モバイル通信システムの例を概念的に例示するブロック図である。
【図２】図２は、モバイル通信システムにおけるダウンリンク・フレーム構造の例を概念
的に例示するブロック図である。
【図３】図３は、アップリンク通信における典型的なフレーム構造を概念的に例示するブ
ロック図である。
【図４】図４は、本開示の１つの態様にしたがって構成された基地局／ｅノードＢとＵＥ
との設計を概念的に例示するブロック図である。
【図５】図５は、ロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）規格にしたがう、ＵＬ－
ＤＬ構成１および特別なサブフレーム構成５のためのダウンリンクＨＡＲＱタイムライン
の例を例示する。
【図６】図６は、ＬＴＥ規格にしたがうＵＬ　ＨＡＲＱタイムラインの例を例示する。
【図７】図７は、本開示の１つの態様にしたがう効率的なリソース利用の例示である。
【図８】図８は、本開示の１つの態様にしたがう効率的なリソース利用を容易にするシス
テムを例示する。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　添付図面とともに以下に説明する詳細説明は、さまざまな構成の説明として意図されて
おり、本明細書に記載された概念が実現される唯一の構成を表すことは意図されていない
。この詳細説明は、さまざまな概念の完全な理解を提供することを目的とした具体的な詳
細を含んでいる。しかしながら、これらの概念は、これら具体的な詳細無しで実現されう
ることが当業者に明らかになるであろう。いくつかの事例では、周知の構成および構成要
素が、このような概念を曖昧にすることを避けるために、ブロック図形式で示されている
。
【００１９】
　本明細書に記載された技術は、例えば符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）ネットワーク、時
分割多元接続（ＴＤＭＡ）ネットワーク、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）ネットワーク
、直交周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）ネットワーク、シングル・キャリアＦＤＭＡ（
ＳＣ－ＦＤＭＡ）ネットワーク等のようなさまざまな無線通信ネットワークのために使用
されうる。用語「ネットワーク」および「システム」は、しばしば置換可能に使用される
。ＣＤＭＡネットワークは、例えば、ユニバーサル地上ラジオ・アクセス（ＵＴＲＡ）、
テレコミュニケーション・インダストリ・アソシエーション（ＴＩＡ）のｃｄｍａ２００
０（登録商標）等のようなラジオ技術を実現しうる。ＵＴＲＡ技術は、低チップ・レート
（ＬＣＲ）、広帯域ＣＤＭＡ（ＷＣＤＭＡ）、およびＣＤＭＡのその他の変形を含んでい
る。ＣＤＭＡ２０００（登録商標）技術は、米国電子工業会（ＥＩＡ）およびＴＩＡから
のＩＳ－２０００規格、ＩＳ－９５規格、およびＩＳ－８５６規格を含んでいる。ＴＤＭ
Ａネットワークは、例えばグローバル移動体通信システム（ＧＳＭ（登録商標））のよう
なラジオ技術を実現しうる。ＯＦＤＭＡネットワークは、例えばイボルブドＵＴＲＡ（Ｅ
－ＵＴＲＡ）、ウルトラ・モバイル・ブロードバンド（ＵＭＢ）、ＩＥＥＥ　８０２．１
１（Ｗｉ－Ｆｉ）、ＩＥＥＥ　８０２．１６（ＷｉＭＡＸ）、ＩＥＥＥ　８０２．２０、
Ｆｌａｓｈ－ＯＦＤＭ（登録商標）等のようなラジオ技術を実現しうる。ＵＴＲＡ技術お
よびＥ－ＵＴＲＡ技術は、ユニバーサル・モバイル・テレコミュニケーション・システム
（ＵＭＴＳ）の一部である。３ＧＰＰロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）およ
びＬＴＥ－アドバンスト（ＬＴＥ－Ａ）は、Ｅ－ＵＴＲＡを使用するＵＭＴＳの新たなリ
リースである。ＵＴＲＡ、Ｅ－ＵＴＲＡ、ＵＭＴＳ、ＬＴＥ、ＬＴＥ－Ａ、およびＧＳＭ
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は、「第３世代パートシップ計画」（３ＧＰＰ）と呼ばれる組織からの文書に記載されて
いる。ＣＤＭＡ２０００（登録商標）およびＵＭＢは、「第３世代パートナシップ計画２
」（３ＧＰＰ２）と呼ばれる組織からの文書に記載されている。本明細書で記載された技
術は、他の無線ネットワークおよびラジオ・アクセス技術のみならず、前述された無線ネ
ットワークおよびラジオ・アクセス技術のためにも使用されうる。明確化のために、これ
ら技術のある態様は、ＬＴＥまたはＬＴＥ－Ａ（代わりにこれらはともに“ＬＴＥ／－Ａ
”として称される）について記載されており、このようなＬＴＥ－Ａ用語が以下の説明の
多くで使用される。
【００２０】
　図１は、ＬＴＥ／－Ａネットワークでありうる無線通信ネットワーク１００を示す。無
線ネットワーク１００は、多くのイボルブド・ノードＢ（ｅノードＢ）１１０およびその
他のネットワーク・エンティティを含む。ｅノードＢは、ＵＥと通信する局であり、基地
局、ノードＢ、アクセス・ポイント等とも称されうる。おのおののｅノードＢ１１０は、
特定の地理的エリアのために通信有効範囲を提供する。３ＧＰＰでは、用語「セル」は、
この用語が使用される文脈に依存して、この有効通信範囲エリアにサービス提供している
ｅノードＢおよび／またはｅノードＢサブシステムからなるこの特定の地理的有効通信範
囲エリアを称しうる。
【００２１】
　ｅノードＢは、マクロ・セル、ピコ・セル、フェムト・セル、および／または、その他
のタイプのセルのために、通信有効通信範囲を提供しうる。マクロ・セルは、一般に、比
較的大きな地理的エリア（例えば、半径数キロメータ）をカバーし、ネットワーク・プロ
バイダへのサービス加入を持つＵＥによる無制限のアクセスを許可しうる。ピコ・セルは
、一般に、比較的小さな地理的エリアをカバーし、ネットワーク・プロバイダへのサービ
ス加入を持つＵＥによる無制限のアクセスを許可しうる。フェムト・セルもまた一般に、
比較的小さな地理的エリア（例えば、住宅）をカバーし、フェムト・セルとの関連を持つ
ＵＥ（例えば、クローズド加入者グループ（ＣＳＧ）におけるＵＥ）、住宅内のユーザの
ためのＵＥ等による無制限のアクセスを提供しうる。マクロ・セルのためのｅノードＢは
、マクロｅノードＢと称されうる。ピコ・セルのためのｅノードＢは、ピコｅノードＢと
称されうる。そして、フェムト・セルのためのｅノードＢは、フェムトｅノードＢまたは
ホームｅノードＢと称されうる。図１に示す例では、ｅノードＢ１１０ａ，１１０ｂ，１
１０ｃは、マクロ・セル１０２ａ，１０２ｂ，１０２ｃそれぞれのためのマクロｅノード
Ｂでありうる。ｅノードＢ１１０ｘは、ピコ・セル１０２ｘのためのピコｅノードＢであ
りうる。そして、ｅノードＢ１１０ｙ，１１０ｚは、それぞれフェムト・セル１０２ｙ，
１０２ｚのためのフェムトｅノードＢである。ｅノードＢは、１または複数（例えば２、
３、４個等）のセルをサポートしうる。
【００２２】
　無線ネットワーク１００はさらに、中継局をも含みうる。中継局は、データおよび／ま
たはその他の情報の送信を上流局（例えば、ｅノードＢ、ＵＥ等）から受信し、データお
よび／またはその他の情報の送信を下流局（例えば、別のＵＥ、別のｅノードＢ等）へ送
信する局である。中継局はまた、他のＵＥのための送信を中継するＵＥでもありうる。図
１に示す例では、中継局１１０ｒは、ｅノードＢ１１０ａおよびＵＥ１２０ｒと通信しう
る。ここでは、中継局１１０ｒは、２つのネットワーク要素（ｅノードＢ１１０ａとＵＥ
１２０ｒ）間の通信を容易にするために、これら２つのネットワーク要素間のリレーとし
て動作する。中継局はまた、リレー、リレーｅノードＢ等とも称されうる。
【００２３】
　無線ネットワーク１００は、同期動作または非同期動作をサポートしうる。同期動作の
場合、ｅノードＢは、類似のフレーム・タイミングを有し、異なるｅノードＢからの送信
は、時間的にほぼ揃えられうる。非同期動作の場合、ｅノードＢは、異なるフレーム・タ
イミングを有し、異なるｅノードＢからの送信は、時間的に揃わない場合がある。ここに
記載された技術は、同期動作または非同期動作のために使用されうる。
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【００２４】
　１つの態様では、無線ネットワーク１００は、周波数分割デュプレクス（ＦＤＤ）動作
モードまたは時分割デュプレクス（ＴＤＤ）動作モードをサポートしうる。ここに記載さ
れた技術は、ＦＤＤ動作モードまたはＴＤＤ動作モードのために使用されうる。
【００２５】
　ネットワーク・コントローラ１３０は、ｅノードＢ１１０のセットに接続しており、こ
れらｅノードＢ１１０のための調整および制御を提供しうる。ネットワーク・コントロー
ラ１３０は、バックホール１３２を介してｅノードＢ１１０と通信しうる。ｅノードＢ１
１０はまた、例えば、ダイレクトに、または、無線バックホール１３４または有線バック
ホール１３６を介して非ダイレクトに、互いに通信しうる。
【００２６】
　無線ネットワーク１００の全体にわたってＵＥ１２０が分布しうる。そして、おのおの
のＵＥは、固定式または移動式でありうる。ＵＥは、端末、移動局、加入者ユニット、局
等とも称されうる。ＵＥは、セルラ電話、携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線モデム、無線通
信デバイス、ハンドヘルド・デバイス、ラップトップ・コンピュータ、コードレス電話、
無線ローカル・ループ（ＷＬＬ）局等でありうる。ＵＥは、マクロｅノードＢ、ピコｅノ
ードＢ、フェムトｅノードＢ、リレー等と通信することができうる。図１では、２つの矢
印を持つ実線が、ＵＥと、ダウンリンクおよび／またはアップリンクでＵＥにサービス提
供するように指定されたｅノードＢであるサービス提供ｅノードＢとの間の所望の送信を
示す。２つの矢印を持つ破線は、ＵＥとｅノードＢとの間の干渉送信を示す。本開示の態
様によれば、基地局１１０ａと通信しているＵＥ１２０は、先ず基地局１１０ａがハンド
オーバのために基地局１１０ｂを準備することなく、基地局１１０ｂへハンドオーバする
。このようなハンドオーバは「フォワード・ハンドオーバ」と呼ばれるだろう。図１に示
されるネットワークは、本開示の態様にしたがう効率的なリソース利用を適用しうる。
【００２７】
　ＬＴＥ／－Ａは、ダウンリンクで直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）を、アップリンクで
シングル・キャリア周波数分割多重（ＳＣ－ＦＤＭ）を利用する。ＯＦＤＭおよびＳＣ－
ＦＤＭは、システム帯域幅を、一般にトーン、ビン等とも称される複数（Ｋ個）の直交サ
ブキャリアに区分する。おのおののサブキャリアは、データを用いて変調されうる。一般
に、変調シンボルは、ＯＦＤＭを用いて周波数領域で、ＳＣ－ＦＤＭを用いて時間領域で
送信される。隣接するサブキャリア間の間隔は固定され、サブキャリアの総数（Ｋ個）は
、システム帯域幅に依存しうる。例えば、サブキャリアの間隔は、１５ｋＨｚでありうる
。そして、（「リソース・ブロック」と呼ばれる）最小リソース割当は、１２サブキャリ
ア（または１８０ｋＨｚ）でありうる。その結果、ノミナルＦＦＴサイズは、１．２５、
２．５、５、１０、２０メガヘルツ（ＭＨｚ）の対応するシステム帯域幅についてそれぞ
れ１２８、２５６、５１２、１０２４、２０４８に等しくなりうる。システム帯域幅はま
た、サブ帯域へ区分されうる。例えば、サブ帯域は、１．０８ＭＨｚ（すなわち、６リソ
ース・ブロック）をカバーし、１．２５，２．５，５，１０，２０ＭＨｚの対応するシス
テム帯域幅についてそれぞれ１，２，４，８，１６のサブ帯域が存在しうる。
【００２８】
　図２は、ＬＴＥ／－Ａにおいて使用されるダウンリンクＦＤＤ構造を示す。ダウンリン
クの送信タイムラインは、ラジオ・フレームの単位に区分されうる。おのおののラジオ・
フレームは、（例えば１０ミリ秒（ｍｓ）のような）予め定められた持続時間を有し、０
乃至９のインデクスを付された１０個のサブフレームへ区分されうる。おのおののサブフ
レームは２つのスロットを含みうる。したがって、おのおののラジオ・フレームは、０乃
至１９のインデクスを付された２０のスロットを含みうる。おのおののスロットは、Ｌ個
のシンボル期間、（例えば、図２に示すような）通常のサイクリック・プレフィクスの場
合、７つのシンボル期間を含み、拡張されたサイクリック・プレフィクスの場合、１４の
シンボル期間を含みうる。おのおののサブフレームでは、２Ｌ個のシンボル期間が、０乃
至２Ｌ－１のインデクスを割り当てられうる。利用可能な時間周波数リソースが、リソー
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ス・ブロックへ区分されうる。おのおののリソース・ブロックは、１つのスロットにおい
てＮ個のサブキャリア（例えば、１２のサブキャリア）をカバーしうる。図２に示される
フレーム構造は、本開示の態様にしたがう効率的なリソース利用を適用しうる。
【００２９】
　ＬＴＥ／－Ａでは、ｅノードＢは、ｅノードＢにおける各セルについて、一次同期信号
（ＰＳＣまたはＰＳＳ）と二次同期信号（ＳＳＣまたはＳＳＳ）とを送信しうる。ＦＤＤ
動作モードの場合、図２に示すように、一次同期信号および二次同期信号が、通常のサイ
クリック・プレフィクスを持つ各ラジオ・フレームのサブフレーム０およびサブフレーム
５のおのおのにおいて、シンボル期間６およびシンボル期間５でそれぞれ送信されうる。
これら同期信号は、ＵＥによって、セル検出および獲得のために使用されうる。ＦＤＤ動
作モードの場合、ｅノードＢは、サブフレーム０のスロット１におけるシンボル期間０乃
至３で、物理ブロードキャスト・チャネル（ＰＢＣＨ）を送信しうる。ＰＢＣＨは、一定
のシステム情報を伝送しうる。
【００３０】
　図２で見られるように、ｅノードＢは、各サブフレームの最初のシンボル期間で、物理
制御フォーマット・インジケータ・チャネル（ＰＣＦＩＣＨ）を送信しうる。ＰＣＦＩＣ
Ｈは、制御チャネルのために使用されるシンボル期間の数（Ｍ）を伝えうる。ここで、Ｍ
は、１，２または３に等しく、サブフレーム毎に変化しうる。Ｍはまた、例えば、１０未
満のリソース・ブロックのように、少ない数のシステム帯域幅に対して４に等しくなりう
る。図２に示す例では、Ｍ＝３である。ｅノードＢは、おのおののサブフレームの最初の
Ｍ個のシンボル期間において、物理ＨＡＲＱインジケータ・チャネル（ＰＨＩＣＨ）と物
理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）とを送信しうる。ＰＤＣＣＨとＰＨＩＣＨも
また、図２に示す例における最初の３つのシンボル期間に含まれる。ＰＨＩＣＨは、ハイ
ブリッド自動再送信（ＨＡＲＱ）をサポートするための情報を伝送しうる。ＰＤＣＣＨは
、ＵＥのためのアップリンクおよびダウンリンクのリソース割当に関する情報と、アップ
リンク・チャネルのための電力制御情報とを伝送しうる。ｅノードＢはまた、おのおのの
サブフレームの残りのシンボル期間で、物理ダウンリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ）を
送信しうる。ＰＤＳＣＨは、ダウンリンクで、データ送信のためにスケジュールされたＵ
Ｅのためのデータを伝送しうる。
【００３１】
　ｅノードＢは、ｅノードＢによって使用されるシステム帯域幅の中心１．０８ＭＨｚで
ＰＳＣ、ＳＳＳ、およびＰＢＣＨを送信しうる。ｅノードＢは、これらのチャネルが送信
される各シンボル期間におけるシステム帯域幅全体でＰＣＦＩＣＨおよびＰＨＩＣＨを送
信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅のある部分で、ＵＥのグループにＰＤＣＣＨを
送信しうる。ｅノードＢは、システム帯域幅の特定の部分で、特定のＵＥに、ＰＤＳＣＨ
を送信しうる。ｅノードＢは、すべてのＵＥへブロードキャスト方式でＰＳＣ、ＳＳＣ、
ＰＢＣＨ、ＰＣＦＩＣＨ、およびＰＨＩＣＨを送信し、ＰＤＣＣＨを、ユニキャスト方式
で、特定のＵＥへ送信しうる。さらに、特定のＵＥへユニキャスト方式でＰＤＳＣＨをも
送信しうる。
【００３２】
　各シンボル期間において、多くのリソース要素が利用可能でありうる。おのおののリソ
ース要素は、１つのシンボル期間において１つのサブキャリアをカバーし、実数値または
複素数値である１つの変調シンボルを送信するために使用されうる。制御チャネルのため
に使用されるシンボルについて、おのおののシンボル期間において、基準信号のために使
用されないリソース要素は、リソース要素グループ（ＲＥＧ）へ構成されうる。おのおの
のＲＥＧは、１つのシンボル期間内に、４つのリソース要素を含みうる。ＰＣＦＩＣＨは
、シンボル期間０において、４つのＲＥＧを占有しうる。これらは、周波数にわたってほ
ぼ等間隔に配置されうる。ＰＨＩＣＨは、１または複数の設定可能なシンボル期間内に３
つのＲＥＧを占有しうる。これらは、周波数にわたって分散されうる。例えば、ＰＨＩＣ
Ｈのための３つのＲＥＧはすべて、シンボル期間０に属しうる。あるいは、シンボル期間
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０，１，２に分散されうる。ＰＤＣＣＨは、最初のＭ個のシンボル期間内に、９，１８，
３６，または７２のＲＥＧを占有しうる。これらは、利用可能なＲＥＧから選択されうる
。複数のＲＥＧのある組み合わせのみが、ＰＤＣＣＨのために許可されうる。
【００３３】
　ＵＥは、ＰＨＩＣＨとＰＣＦＩＣＨとのために使用される特定のＲＥＧを認識しうる。
ＵＥは、ＰＤＣＣＨを求めて、ＲＥＧの異なる組み合わせを探索しうる。探索する組み合
わせの数は、一般に、ＰＤＣＣＨのために許可された組み合わせ数よりも少ない。ｅノー
ドＢは、ＵＥが探索する組み合わせのうちの何れかのＵＥにＰＤＣＣＨを送信しうる。
【００３４】
　ＵＥは、複数のｅノードＢの有効通信範囲内に存在しうる。これらのｅノードＢのうち
の１つは、ＵＥにサービス提供するために選択されうる。サービス提供するｅノードＢは
、例えば受信電力、経路喪失、信号対雑音比（ＳＮＲ）等のようなさまざまな基準に基づ
いて選択されうる。
【００３５】
　図３は、アップリンク・ロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）通信における典
型的なＦＤＤおよびＴＤＤ（特別ではないサブフレームのみの）サブフレーム構造を概念
的に例示するブロック図である。アップリンクのために利用可能なリソース・ブロック（
ＲＢ）は、データ・セクションおよび制御セクションに区分されうる。制御セクションは
、システム帯域幅の２つの端部において形成され、設定可能なサイズを有しうる。制御セ
クションにおけるリソース・ブロックは、制御情報の送信のために、ＵＥへ割り当てられ
うる。データ・セクションは、制御セクションに含まれていないすべてのリソース・ブロ
ックを含みうる。図３における設計の結果、データ・セクションは、連続するサブキャリ
アを含むようになる。これによって、単一のＵＥに、データ・セクション内に、連続する
サブキャリアのすべてが割り当てられるようになる。図３に示されるサブフレーム構造は
、本開示の態様にしたがう効率的なリソース利用を適用しうる。
【００３６】
　ＵＥは、ｅノードＢへ制御情報を送信するために、制御セクション内にリソース・ブロ
ックを割り当てられうる。ＵＥはまた、ｅノードＢへデータを送信するために、データ・
セクション内にリソース・ブロックを割り当てられうる。ＵＥは、制御セクションにおい
て割り当てられたリソース・ブロックで、物理アップリンク制御チャネル（ＰＵＣＣＨ）
で制御情報を送信しうる。ＵＥは、データ・セクションにおいて割り当てられたリソース
・ブロックで、物理アップリンク共有チャネル（ＰＵＳＣＨ）で、データのみ、または、
データと制御情報との両方を送信しうる。アップリンク送信は、サブフレームからなる両
スロットに及び、図３に示すように、周波数を越えてホップしうる。１つの態様によれば
、緩和された単一キャリア動作において、ＵＬリソースで並列なチャネルが送信されうる
。例えば、制御およびデータ・チャネル、並列制御チャネル、および並列データ・チャネ
ルが、ＵＥによって送信されうる。
【００３７】
　ＰＳＣ、ＳＳＣ、ＣＲＳ、ＰＢＣＨ、ＰＵＣＣＨ、ＰＵＳＣＨ、および、ＬＴＥ／－Ａ
で使用される他のこのような信号およびチャネルは、公的に利用可能な、「イボルブド・
ユニバーサル地上ラジオ・アクセス（Ｅ－ＵＴＲＡ）；物理チャネルおよび変調」（Evol
ved Universal Terrestrial Radio Access (E-UTRA); Physical Channels and Modulatio
n）と題された３ＧＰＰ　ＴＳ　３６．２１１に記載されている。
【００３８】
　図４は、図１における基地局／ｅノードＢのうちの１つ、およびＵＥのうちの１つであ
りうる、基地局／ｅノードＢ１１０とＵＥ１２０との設計のブロック図を示す。図４に示
されるｅノードＢ構成およびＵＥ構成は、本開示の態様にしたがう効率的なリソース利用
を適用しうる。基地局１１０は、図１におけるマクロｅノードＢ１１０ｃでありうる。そ
して、ＵＥ１２０は、ＵＥ１２０ｙでありうる。基地局１１０はさらに、その他いくつか
のタイプの基地局でもありうる。基地局１１０は、アンテナ４３４ａ乃至４３４ｔを備え
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、ＵＥ１２０は、アンテナ４５２ａ乃至４５２ｒを備えうる。
【００３９】
　基地局１１０では、送信プロセッサ４２０が、データ・ソース４１２からデータを、コ
ントローラ／プロセッサ４４０から制御情報を受信しうる。制御情報は、ＰＢＣＨ、ＰＣ
ＦＩＣＨ、ＰＨＩＣＨ、ＰＤＣＣＨ等用でありうる。データは、ＰＤＳＣＨ等用でありう
る。プロセッサ４２０は、データ・シンボルおよび制御シンボルをそれぞれ取得するため
に、データ情報および制御情報を処理（例えば、符号化およびシンボル・マップ）しうる
。プロセッサ４２０はさらに、例えばＰＳＳ、ＳＳＳのための基準シンボルや、セル特有
の基準信号を生成しうる。送信（ＴＸ）複数入力複数出力（ＭＩＭＯ）プロセッサ４３０
は、適用可能であれば、基準シンボル、制御シンボル、および／または、データ・シンボ
ルに空間処理（例えば、プリコーディング）を実行し、出力シンボル・ストリームを変調
器（ＭＯＤ）４３２ａ乃至４３２ｔに提供しうる。おのおのの変調器４３２は、（例えば
、ＯＦＤＭ等のために）それぞれの出力シンボル・ストリームを処理して、出力サンプル
・ストリームを得る。おのおのの変調器４３２はさらに、出力サンプル・ストリームを処
理（例えば、アナログ変換、増幅、フィルタ、およびアップコンバート）し、ダウンリン
ク信号を取得する。変調器４３２ａ乃至４３２ｔからのダウンリンク信号は、アンテナ４
３４ａ乃至４３４ｔによってそれぞれ送信されうる。
【００４０】
　ＵＥ１２０では、アンテナ４５２ａ乃至４５２ｒが、基地局１１０からダウンリンク信
号を受信し、受信した信号を、復調器（ＤＥＭＯＤ）４５４ａ乃至４５４ｒへそれぞれ提
供しうる。おのおのの復調器４５４は、受信したそれぞれの信号を調整（例えば、フィル
タ、増幅、ダウンコンバート、およびデジタル化）して、入力サンプルを取得しうる。お
のおのの復調器４５４はさらに、（例えば、ＯＦＤＭ等のため）これら入力サンプルを処
理して、受信されたシンボルを取得しうる。ＭＩＭＯ検出器４５６は、すべての復調器４
５４ａ乃至４５４ｒから受信したシンボルを取得し、適用可能である場合、これら受信さ
れたシンボルに対してＭＩＭＯ検出を実行し、検出されたシンボルを提供しうる。受信プ
ロセッサ４５８は、検出されたシンボルを処理（例えば、復調、デインタリーブ、および
復号）し、ＵＥ１２０のために復号されたデータをデータ・シンク４６０に提供し、復号
された制御情報をコントローラ／プロセッサ４８０へ提供しうる。
【００４１】
　アップリンクでは、ＵＥ１２０において、送信プロセッサ４６４が、データ・ソース４
６２から（例えばＰＵＳＣＨのための）データを、コントローラ／プロセッサ４８０から
（例えばＰＵＣＣＨのための）制御情報を受信し、これらを処理しうる。プロセッサ４６
４はさらに、基準信号のための基準シンボルをも生成しうる。送信プロセッサ４６４から
のシンボルは、適用可能であれば、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ４６６によってプリコード
され、さらに、（例えば、ＳＣ－ＦＤＭ等のために）変調器４５４ａ乃至４５４ｒによっ
て処理され、基地局１１０へ送信される。基地局１１０では、ＵＥ１２０からのアップリ
ンク信号が、アンテナ４３４によって受信され、復調器４３２によって処理され、適用可
能な場合にはＭＩＭＯ検出器４３６によって検出され、さらに、受信プロセッサ４３８に
よって処理されて、ＵＥ１２０によって送信された復号されたデータおよび制御情報が取
得される。受信プロセッサ４３８は、復号されたデータをデータ・シンク４３９に提供し
、復号された制御情報をコントローラ／プロセッサ４４０へ提供しうる。基地局１１０は
、例えばＸ２インタフェースを介して、他の基地局へフォワード・ハンドオーバ制御メッ
セージを送信しうる。
【００４２】
　コントローラ／プロセッサ４４０，４８０は、基地局１１０およびＵＥ１２０それぞれ
における動作を指示しうる。基地局１１０におけるプロセッサ４４０および／またはその
他のプロセッサおよびモジュールは、本明細書に記載された技術のためのさまざまな処理
の実行または実行の指示を行いうる。ＵＥ１２０におけるプロセッサ４８０および／また
はその他のプロセッサおよびモジュールもまた、ここで説明された技術のための処理の実



(13) JP 5512876 B2 2014.6.4

10

20

30

40

50

行または指示を行いうる。メモリ４４２，４８２は、基地局１１０およびＵＥ１２０それ
ぞれのためのデータおよびプログラム・コードを格納しうる。スケジューラ４４４は、ダ
ウンリンクおよび／またはアップリンクでのデータ送信のためにＵＥをスケジュールしう
る。
【００４３】
　（効率的なリソース利用）　
　本開示のある態様は、時分割デュプレクス（ＴＤＤ）システムにおいてリソースを効率
的に利用する方法を定義する。提案された方法は、使用されていないリソースを、さらな
るパイロット信号および制御信号を送信するために利用して、システムにおける干渉を緩
和する。
【００４４】
　ＴＤＤシステムでは、ハイブリッド自動反復要求（ＨＡＲＱ）タイムラインによって、
いくつかのダウンリンク（ＤＬ）サブフレームは、ＤＬ割当のみを含みうる一方、その他
のいくつかのサブフレームは、アップリンク（ＵＬ）割当とアクノレッジメントのみを含
みうる。
【００４５】
　図５は、ロング・ターム・イボリューション（ＬＴＥ）規格にしたがう、アップリンク
－ダウンリンク構成１および特別なサブフレーム構成５のためのダウンリンクＨＡＲＱタ
イムラインの例を例示する。サブフレーム０，４，５および９は、ＰＤＣＣＨ送信および
ＰＤＳＣＨ送信を含みうる。サブフレーム０，４，５および９のＰＤＣＣＨ送信は、ダウ
ンリンク割当を含んでいるが、アップリンク割当を含んでいない。なぜなら、図示された
構成では、アップリンク・サブフレームよりも多くのダウンリンク・サブフレームが存在
するからである。
【００４６】
　特別なサブフレーム（１および６）は、陰付きで示されている。おのおのの特別なサブ
フレームは、ダウンリンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）を含む。例えば、ダ
ウンリンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）構成が、３以下のシンボルを含んで
いる場合、サブフレーム１およびサブフレーム６は、ダウンリンク許可送信も、物理ダウ
ンリンク共有チャネル（ＰＤＳＣＨ）送信をも有していないことに注目されたい。おのお
ののＴＤＤアップリンク／ダウンリンク構成は、ＵＥに対して、ラジオ・フレーム内で分
離されたアップリンク・サブフレームとダウンリンク・サブフレームとを通知する。アッ
プリンク・サブフレームの位置によって、いくつかのダウンリンク・サブフレームは、対
応するアップリンク許可メッセージおよび／またはアップリンク・アクノレッジメント・
メッセージを有する場合も、有さない場合もある。例えば、図６に示されるように、特別
なサブフレーム構造１の場合、サブフレーム０とサブフレーム５とは、アップリンク許可
もＰＨＩＣＨも送信しない一方、サブフレーム１とサブフレーム６とは、ダウンリンク割
当もＰＤＳＣＨも送信しない。
【００４７】
　アップリンクでは、図６に例示されるものと類似のＨＡＲＱタイムラインが適合しうる
。図６は、ＬＴＥ規格にしたがうアップリンクＨＡＲＱタイムラインを例示する。例示さ
れるように、サブフレーム０およびサブフレーム５は、アップリンク許可メッセージもア
クノレッジメント・メッセージも送信しない。
【００４８】
　図５および図６に例示される振る舞いは、アップリンク・サブフレームよりも多くのダ
ウンリンク・サブフレームが存在するアップリンク－ダウンリンク構成に当てはまること
が注目されるべきである。あるダウンリンク・サブフレームは、ダウンリンク割当のみを
含み、他のダウンリンク・フレームは、アップリンク割当のみを含みうる。したがって、
ダウンリンク・サブフレームには、余剰のＰＤＣＣＨ空間が存在しうる。
【００４９】
　前述したように、ＤｗＰＴＳが、３シンボルに等しい長さを有している場合、ＰＤＳＣ
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Ｈは送信されない。したがって、ＤｗＰＴＳには、使用されていないリソース要素（ＲＥ
）が存在する。ＤｗＰＴＳにおけるＰＤＣＣＨ送信は、１または２のシンボルにしか及ば
ないので、ＤｗＰＴＳにおける第３のシンボルは、中心の６つのリソース・ブロック（Ｒ
Ｂ）にのみ一次同期信号（ＰＳＳ）を含む一方、残りのリソース要素（ＲＥ）は空のまま
である。
【００５０】
　ある態様については、ダウンリンク・サブフレームにおける余剰のＰＤＣＣＨ空間は、
ヘテロジニアスなネットワークにおけるサブフレーム間および／またはキャリア間シグナ
リングのために使用されうる。ＰＤＣＣＨ送信は、ＵＥが強い干渉を受けるその他のダウ
ンリンク・サブフレームのためのシグナリングのために使用されうる。
【００５１】
　ある態様については、ヘテロジニアスなネットワークにおける干渉インパクトを低減す
るために、ダウンリンク・サブフレームにおける余剰のＰＤＣＣＨ空間が、大きなアグリ
ゲーション・サイズのＰＤＣＣＨのために使用されうる。したがって、ＰＤＣＣＨは、複
数のトーンで送信されうる。ここでは、高いアグリゲーション・レベルのトーンが多くな
ると、干渉からの保護がよりロバストになる。例えば、アグリゲーション・レベル１は、
単一のＰＤＣＣＨを送信するために３６のトーンが使用されることを意味し、アグリゲー
ション・レベル２は、７２のトーンが使用されることを意味し、アグリゲーション・レベ
ル４は、１４４のトーンが使用されることを意味し、アグリゲーション・レベル８は、２
８８のトーンが使用されることを意味する。干渉をより良好に取り扱うために、ＰＤＣＣ
Ｈの送信は、より多くのＣＣＥに及ぶことによって、より大きなアグリゲーション・サイ
ズを取りうる。すなわち、いくつかのトーンが潜在的に干渉を受けている場合、例えば、
ＰＤＣＣＨが３６トーンではなく７２トーンに及ぶことを可能にすることによって、ＰＤ
ＣＣＨは、干渉に対してより強くなりうる。
【００５２】
　ある態様については、例えばヘテロジニアスなネットワークにおけるマクロ・セルのよ
うな弱いセルが、大きなアグリゲーション・サイズを使用しうる一方、例えばフェムト・
セルのような強い干渉元のセルが、通常のアグリゲーション・サイズを使用しうる。
【００５３】
　ある態様については、ＤｗＰＴＳにおいて使用されていないリソース要素が、受信機処
理における雑音推定のために使用されうるか、または、さらなるパイロット（例えば、共
通基準信号（ＣＲＳ）またはチャネル状態情報基準信号（ＣＳＩ－ＲＳ））を送信するた
めに使用されうる。弱いセルが、さらなるＣＲＳを、空のリソース要素を用いて送信しう
る一方、強いセルが、ＬＴＥ規格のＲｅｌ－８にしたがってＣＲＳを送信しうる。
【００５４】
　ある態様については、ＤｗＰＴＳにおいて使用されていないリソース要素が、さらなる
ＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／ＰＤＣＣＨ送信のために使用されうる。例えば、弱いセルが
、ＬＴＥ規格のＲｅｌ－８に基づくＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／ＰＤＣＣＨ送信に加えて
、空のリソース要素を用いて、さらなるＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／ＰＤＣＣＨ信号を送
信しうる一方、強いセルが、ヘテロジニアスなネットワークにおける干渉を低減するため
に、単純に、最初の１または２のシンボルでＲｅｌ－８　ＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／Ｐ
ＤＣＣＨ送信を行いうる。しかしながら、新たなＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／ＰＤＣＣＨ
が一次同期信号（ＰＳＳ）シンボルを使用できるように、制御チャネル要素（ＣＣＥ）定
義を修正する要望がありうる。ＣＣＥの位置は、ＬＴＥ規格のセクション３６．２１１に
基づいて決定される。１つの態様では、ＣＣＥは、他の目的のために、隣接するトーンの
ブロックを開放するために、移動またはともにグループ化されうる。
【００５５】
　ある態様については、ＤｗＰＴＳにおいて、追加のシンボルが生成されうる。例えば、
ＤｗＰＴＳが３よりも多いシンボルに及ぶ場合、ＰＳＳシンボルが、ＰＤＳＣＨ送信のた
めに使用されうる。そして、使用されていないリソース要素は存在しないかもしれない。
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追加のリソース要素を生成するために、ｅＮＢは、ＤｗＰＴＳにおけるＰＤＳＣＨ送信を
スケジュールすることを禁止しうる。したがって、ＰＳＳシンボルおよびＤｗＰＴＳにお
いてその前にあるシンボルが、干渉を緩和するために、さらなるパイロットおよび／また
は制御シグナリングのために使用されうる。
【００５６】
　ある態様については、ｅＮＢはさらに、さらなるパイロット信号および／または制御信
号を送信するために使用されるべき、使用されてないリソース要素をさらに生成するため
に、実際のＤｗＰＴＳのものよりも短いＤｗＰＴＳ長さを通知しうる。例えば、ｅＮＢは
、ＤｗＰＴＳのｎ個のシンボルを通知するのではなく、ＤｗＰＴＳの（ｎ－ｘ）個のシン
ボルを通知しうる。ｅＮＢは、例えば雑音推定、ＣＳＩ－ＲＳ、サブフレーム間／キャリ
ア間シグナリング等のようなさらなる用途／シグナリングのために、ｘ個のシンボルを使
用しうる。ｘの値は、例えば、決定論的関数のように、システム・フレーム番号およびセ
ルＩＤの関数でありうるか、準静的にノードへシグナルされうる。準静的なシグナリング
が生じるべきである場合、値ｘは、システム情報ブロックから読み取られうる。
【００５７】
　さらに、新たなＰＣＦＩＣＨ／ＰＨＩＣＨ／ＰＤＣＣＨ送信がＰＳＳシンボルまたはそ
の前から開始できるように、ＣＣＥ定義を修正する要望がありうる。
【００５８】
　図７は、本開示の１つの態様にしたがうリソースの効率的な利用を例示する。ブロック
７００では、サブフレームにおいて使用されていないリソース要素が識別される。ブロッ
ク７０２では、使用されていないリソース要素が、さらなるパイロット信号および／また
は制御信号を送信するために利用される。
【００５９】
　図８は、本開示の１つの態様にしたがう効率的なリソース利用を容易にするシステム８
００を例示する。システム８００は、例えば、基地局内に存在しうる。システム８００は
、プロセッサ、ソフトウェア、または（例えば、ファームウェアのような）これらの組み
合わせによって実現される機能を表しうる。ここで、システム８００は、連携して動作し
うる電子構成要素の論理グループ８０２を含む。例示されるように、論理グループ８０２
は、サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別するための、例えば電子
構成要素のような構成要素８１０のみならず、さらなるパイロット信号および制御信号の
うちの少なくとも１つを送信するために、この使用されていないリソース要素を利用する
ための、例えば電子構成要素のような構成要素８１２を含みうる。さらに、システム８０
０は、電子構成要素８１０，８１２に関連付けられた機能を実行するための命令群を保持
するメモリ８２０を含みうる。ここで、電子構成要素８１０，８１２のうちの何れかが、
メモリ８２０内に、またはメモリ８２０外に存在しうる。
【００６０】
　本開示のある態様は、時分割デュプレクス・システムにおいて、使用されていないリソ
ースを効率的に利用する方法を提案する。使用されていないリソースは、さらなるパイロ
ット信号および／または制御信号のために使用されうる。これは、干渉の効果を緩和する
ことに役立ちうる。
【００６１】
　本発明の１つの態様によれば、装置は、サブフレームにおいて使用されていない１また
は複数のダウンリンク・リソース要素を識別する手段と、この使用されていないリソース
要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを送信するため
に利用する手段とを含む。１つの態様では、前述の手段は、コントローラ／プロセッサ４
４０、送信プロセッサ４２０、および／またはスケジューラ４４４でありうる。別の態様
では、前述の手段は、前述の手段の機能を実行するように構成されたモジュールまたは任
意の装置でありうる。
【００６２】
　当業者であればさらに、本明細書の開示に関連して記載されたさまざまな例示的な論理
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ブロック、モジュール、回路、およびアルゴリズム・ステップが、電子工学ハードウェア
、コンピュータ・ソフトウェア、あるいはこれらの組み合わせとして実現されることを理
解するであろう。ハードウェアとソフトウェアとの相互置換性を明確に説明するために、
さまざまな例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路、およびステップが、それら
の機能の観点から一般的に記載された。これら機能がハードウェアとしてまたはソフトウ
ェアとして実現されるかは、特定の用途およびシステム全体に課せられている設計制約に
依存する。当業者であれば、特定の用途のおのおのに応じて変化する方式で、前述した機
能を実現しうる。しかしながら、この適用判断は、本発明の範囲からの逸脱をもたらすも
のと解釈されるべきではない。
【００６３】
　本明細書の開示に関連して記述されたさまざまな例示的な論理ブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ）、フィールド・プログラマブル・ゲート・アレイ（ＦＰＧＡ）あるいは
その他のプログラマブル論理デバイス、ディスクリート・ゲートあるいはトランジスタ・
ロジック、ディスクリート・ハードウェア構成要素、または前述された機能を実現するた
めに設計された上記何れかの組み合わせを用いて実現または実施されうる。
【００６４】
汎用プロセッサは、マイクロ・プロセッサでありうるが、代替例では、このプロセッサは
、従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロ・コントローラ、または順序回路でありう
る。プロセッサは、例えばＤＳＰとマイクロ・プロセッサとの組み合わせ、複数のマイク
ロ・プロセッサ、ＤＳＰコアと連携する１または複数のマイクロ・プロセッサ、またはそ
の他任意のこのような構成であるコンピューティング・デバイスの組み合わせとして実現
されうる。
【００６５】
　本明細書の開示に関連して説明された方法またはアルゴリズムのステップは、ハードウ
ェアで直接的に、プロセッサによって実行されるソフトウェア・モジュールで、またはこ
の２つの組合せで実施することができる。ソフトウェア・モジュールは、ＲＡＭメモリ、
フラッシュ・メモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ
、ハード・ディスク、リムーバブル・ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、あるいは当該技術分野で
知られているその他の型式の記憶媒体に存在しうる。典型的な記憶媒体は、プロセッサが
記憶媒体から情報を読み取り、また記憶媒体に情報を書き込むことができるようにプロセ
ッサに結合される。あるいは、この記憶媒体は、プロセッサに統合されうる。このプロセ
ッサと記憶媒体とは、ＡＳＩＣ内に存在しうる。ＡＳＩＣは、ユーザ端末内に存在しうる
。あるいは、プロセッサおよび記憶媒体は、ユーザ端末内のディスクリートな構成要素と
して存在しうる。
【００６６】
　１または複数の典型的な設計では、記載された機能は、ハードウェア、ソフトウェア、
ファームウェア、あるいはそれらの任意の組み合わせによって実現されうる。ソフトウェ
アで実現される場合、これら機能は、コンピュータ読取可能な媒体上に格納されるか、あ
るいは、コンピュータ読取可能な媒体上の１または複数の命令群またはコードとして送信
されうる。コンピュータ読取可能な媒体は、コンピュータ記憶媒体と通信媒体との両方を
含む。これらは、コンピュータ・プログラムのある場所から別の場所への転送を容易にす
る任意の媒体を含む。記憶媒体は、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータによっ
てアクセスされうる任意の利用可能な媒体でありうる。限定ではなく、一例として、この
ようなコンピュータ読取可能な媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭま
たはその他の光ディスク記憶装置、磁気ディスク記憶装置またはその他の磁気記憶装置、
あるいは、命令群またはデータ構造の形式で所望のプログラム・コード手段を伝送または
格納するために使用され、かつ、汎用コンピュータまたは特別目的コンピュータ、あるい
は、汎用プロセッサまたは特別目的プロセッサによってアクセスされうるその他任意の媒
体を備えうる。さらに、いかなる接続も、コンピュータ読取可能な媒体として適切に称さ
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れる。同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、デジタル加入者線（ＤＳ
Ｌ）、あるいは、例えば赤外線、無線およびマイクロ波のような無線技術を使用して、ウ
ェブサイト、サーバ、あるいはその他の遠隔ソースからソフトウェアが送信される場合、
同軸ケーブル、光ファイバ・ケーブル、ツイスト・ペア、ＤＳＬ、あるいは、例えば赤外
線、無線およびマイクロ波のような無線技術が、媒体の定義に含まれる。本明細書で使用
されるようにディスク（ｄｉｓｋおよびｄｉｓｃ）は、コンパクト・ディスク（ｄｉｓｃ
）（ＣＤ）、レーザ・ディスク（ｄｉｓｃ）、光ディスク（ｄｉｓｃ）、デジタル多用途
ディスク（ｄｉｓｃ）（ＤＶＤ）、フロッピー（登録商標）ディスク（ｄｉｓｋ）、Ｂｌ
ｕ－ｒａｙディスク（ｄｉｓｃ）を含む。ここで、ｄｉｓｋは通常、データを磁気的に再
生し、ｄｉｓｃは、レーザを用いてデータを光学的に再生する。上記の組み合わせもまた
、コンピュータ読取可能な媒体の範囲内に含まれるべきである。
【００６７】
　本開示の上記記載は、当業者をして、本開示の製造または利用を可能とするように提供
される。本開示に対するさまざまな変形は、当業者に容易に明らかであって、本明細書で
定義された一般原理は、本開示の精神または範囲から逸脱することなく、他のバリエーシ
ョンに適用されうる。このように、本開示は、本明細書で示された例および設計に限定さ
れることは意図されておらず、本明細書で開示された原理および新規な特徴に一致した最
も広い範囲に相当するとされている。
なお、以下に、本願発明の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
［Ｃ１］
無線通信のための方法であって、
サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別することと、
前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの
少なくとも１つを送信するために利用することと、
を備える方法。
［Ｃ２］
前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シ
ンボルにある、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ３］
干渉のインパクトを緩和するために、物理ダウンリンク制御チャネルのアグリゲーション
のサイズを増加させるために、前記使用されていないリソース要素を利用すること、をさ
らに備えるＣ２に記載の方法。
［Ｃ４］
別のキャリアのための情報を送信するために、前記使用されていないリソース要素を利用
すること、をさらに備えるＣ２に記載の方法。
［Ｃ５］
別のサブフレームのための情報を送信するために、前記使用されていないリソース要素を
利用すること、をさらに備えるＣ２に記載の方法。
［Ｃ６］
前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレックス・システムにおけるハイブ
リッド自動反復要求タイムラインによって存在する、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ７］
前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレクス・システムにおけるダウンリ
ンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）にある、Ｃ１に記載の方法。
［Ｃ８］
前記使用されていないリソース要素は、受信機処理における雑音推定のために利用される
、Ｃ７に記載の方法。
［Ｃ９］
前記使用されていないリソース要素は、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル
、物理ハイブリッド自動反復要求インジケータ・チャネル、および物理ダウンリンク制御
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チャネルのうちの少なくとも１つにおけるさらなる送信のために、１または複数の弱いセ
ルによって利用される、Ｃ７に記載の方法。
［Ｃ１０］
ダウンリンク・パイロット時間スロットにおいて物理ダウンリンク共有チャネル送信をス
ケジュールしないことによって、少なくとも１つの使用されていないリソース要素を生成
すること、をさらに備えるＣ７に記載の方法。
［Ｃ１１］
前記ダウンリンク・パイロット時間スロットにおいて、より少ないシンボルを通知するこ
とによって、少なくとも１つの使用されていないリソース要素を生成すること、をさらに
備えるＣ７に記載の方法。
［Ｃ１２］
前記通知することは、システム情報ブロック（ＳＩＢ）において準静的に引き起こる、Ｃ
１１に記載の方法。
［Ｃ１３］
前記通知することは、システム・フレーム番号（ＳＦＮ）およびセル識別番号のうちの少
なくとも１つの決定論的関数に基づく、Ｃ１１に記載の方法。
［Ｃ１４］
無線通信のための装置であって、
サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別する手段と、
前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの
少なくとも１つを送信するために利用する手段と、
を備える装置
［Ｃ１５］
無線ネットワークにおける無線通信のために構成されたコンピュータ・プログラム製品で
あって、
記録されたプログラム・コードを有するコンピュータ読取可能な媒体を備え、
前記プログラム・コードは、
サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別するためのプログラム・コー
ドと、
前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの
少なくとも１つを送信するために利用するためのプログラム・コードと
を備える、コンピュータ・プログラム製品。
［Ｃ１６］
無線通信のために構成された装置であって、
メモリと、
前記メモリに接続され、
サブフレームにおいて使用されていないリソース要素を識別し、
前記使用されていないリソース要素を、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの
少なくとも１つを送信するために利用する、
ように構成された少なくとも１つのプロセッサと、
を備える装置。
［Ｃ１７］
前記使用されていないリソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シ
ンボルにある、Ｃ１６に記載の装置。
［Ｃ１８］
前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、干渉のインパクトを緩和するために、物理ダ
ウンリンク制御チャネルのアグリゲーションのサイズを増加させるために、前記使用され
ていないリソース要素を利用するように構成された、Ｃ１７に記載の装置。
［Ｃ１９］
前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、別のキャリアのための情報を送信するために
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、前記使用されていないリソース要素を利用するように構成された、１７に記載の装置。
［Ｃ２０］
前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、別のサブフレームのための情報を送信するた
めに、前記使用されていないリソース要素を利用するように構成された、Ｃ１７に記載の
装置。
［Ｃ２１］
前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレックス・システムにおけるハイブ
リッド自動反復要求タイムラインによって存在する、Ｃ１６に記載の装置。
［Ｃ２２］
前記使用されていないリソース要素は、時分割デュプレクス・システムにおけるダウンリ
ンク・パイロット時間スロット（ＤｗＰＴＳ）にある、Ｃ１６に記載の装置。
［Ｃ２３］
前記使用されていないリソース要素は、受信機処理における雑音推定のために利用される
、Ｃ２２に記載の装置。
［Ｃ２４］
前記使用されていないリソース要素は、物理制御フォーマット・インジケータ・チャネル
、物理ハイブリッド自動反復要求インジケータ・チャネル、および物理ダウンリンク制御
チャネルのうちの少なくとも１つにおけるさらなる送信のために、１または複数の弱いセ
ルによって利用される、Ｃ２２に記載の装置。
［Ｃ２５］
前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、ダウンリンク・パイロット時間スロットにお
いて物理ダウンリンク共有チャネル送信をスケジュールしないことによって、少なくとも
１つの使用されていないリソース要素を生成するように構成された、Ｃ２２に記載の装置
。
［Ｃ２６］
前記少なくとも１つのプロセッサはさらに、前記ダウンリンク・パイロット時間スロット
において、より少ないシンボルを通知することによって、少なくとも１つの使用されてい
ないリソース要素を生成するように構成された、Ｃ２２に記載の装置。
［Ｃ２７］
前記通知することは、システム情報ブロック（ＳＩＢ）において準静的に引き起こる、Ｃ
２６に記載の装置。
［Ｃ２８］
前記通知することは、システム・フレーム番号（ＳＦＮ）およびセル識別番号のうちの少
なくとも１つの決定論的関数に基づく、Ｃ２６に記載の装置。
［Ｃ２９］
無線通信のための方法であって、
さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを、サブフレームにおい
て利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素で
受信すること、
を備える方法。
［Ｃ３０］
前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シン
ボルにある、Ｃ２９に記載の方法。
［Ｃ３１］
無線通信のために構成された装置であって、
メモリと、
前記メモリに接続され、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つ
を、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウン
リンク・リソース要素で受信するように構成された少なくとも１つのプロセッサと、
を備える装置。
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［Ｃ３２］
前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シン
ボルにある、Ｃ３１に記載の装置。
［Ｃ３３］
無線ネットワークにおける無線通信のために構成されたコンピュータ・プログラム製品で
あって、
記録されたプログラム・コードを有するコンピュータ読取可能な媒体を備え、
前記プログラム・コードは、さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも
１つを、サブフレームにおいて利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダ
ウンリンク・リソース要素で受信するためのコードを備える、
コンピュータ・プログラム製品。
［Ｃ３４］
前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シン
ボルにある、Ｃ３３に記載のコンピュータ・プログラム製品。
［Ｃ３５］
無線通信のための装置であって、
さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを、サブフレームにおい
て利用可能であるとｅノードＢによって以前に識別されたダウンリンク・リソース要素で
受信する手段と、
前記さらなるパイロット信号および制御信号のうちの少なくとも１つを復号する手段と、
を備える装置。
［Ｃ３６］
前記ダウンリンク・リソース要素は、物理ダウンリンク制御チャネル（ＰＤＣＣＨ）シン
ボルにある、Ｃ３５に記載の装置。

【図１】 【図２】



(21) JP 5512876 B2 2014.6.4

【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(22) JP 5512876 B2 2014.6.4

【図７】

【図８】



(23) JP 5512876 B2 2014.6.4

10

20

30

40

50

フロントページの続き

(74)代理人  100095441
            弁理士　白根　俊郎
(74)代理人  100075672
            弁理士　峰　隆司
(74)代理人  100119976
            弁理士　幸長　保次郎
(74)代理人  100153051
            弁理士　河野　直樹
(74)代理人  100140176
            弁理士　砂川　克
(74)代理人  100158805
            弁理士　井関　守三
(74)代理人  100124394
            弁理士　佐藤　立志
(74)代理人  100112807
            弁理士　岡田　貴志
(74)代理人  100111073
            弁理士　堀内　美保子
(74)代理人  100134290
            弁理士　竹内　将訓
(72)発明者  ジャン、シャオシャ
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
(72)発明者  マラディ、ダーガ・プラサド
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
(72)発明者  ウェイ、ヨンビン
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
(72)発明者  ルオ、タオ
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５
(72)発明者  チェン、ワンシ
            アメリカ合衆国、カリフォルニア州　９２１２１、サン・ディエゴ、モアハウス・ドライブ　５７
            ７５

    審査官  望月　章俊

(56)参考文献  国際公開第２００９／１１０８２１（ＷＯ，Ａ１）　　
              国際公開第２００８／１２７０１５（ＷＯ，Ａ１）　　
              P. Hosein，Resource Allocation for the LTE Physical Downlink Control Channel，GLOBECOM
               Workshops 2009，米国，IEEE，２００９年，PP1-5
              R. Ratasuk et al.，TDD Design for UMTS Long-Term Evolution，IEEE Symposium on PIMRC 20
              08，米国，IEEE，２００８年，PP1-5
              Qualcomm Europe，Multicarrier Control for LTE-Advanced，3GPP R1-090359，3GPP，２００９
              年　１月１２日

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)



(24) JP 5512876 B2 2014.6.4

              Ｈ０４Ｗ４／００－Ｈ０４Ｗ９９／００
              Ｈ０４Ｂ７／２４－Ｈ０４Ｂ７／２６
              Ｈ０４Ｊ１１／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

